　山梨県司法書士会調停センター　運営規程

第１章　総　則

（趣　旨）

第１条　本規程は、山梨県司法書士会調停センター設置規則（以下「設置規則」という。）第２４条の規定に基づき、設置規則の施行に関し必要な事項を定める。

（目　的）

第２条　本規程は、設置規則に規定する運営委員会の組織、研修の内容、手続実施者名簿の取扱いその他の細目を定めることにより、山梨県司法書士会調停センター（以下「本センター」という。）の適正な業務運営に資することを目的とする。

（名　称）

第３条　本センターは、「山梨県司法書士会調停センター　ちょっくらはなすけ」と称する。

（用　語）

第４条　本規程において使用する用語は、特別の定めのある場合を除くほか、裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律、設置規則及び山梨県司法書士会調停センター調停手続実施規程（以下「手続実施規程」という。）において使用する用語の例による。

第２章　運営委員会　

（運営委員会）
第５条　本センターは、設置規則第１０条に規定する運営委員会を設置する。
２　運営委員会は、次の各号に掲げる職務を行う。
（１）設置規則第１４条に規定する研修の企画立案及びその実施
（２）本センターの運営及び調停手続の実施に関し、その細目を定めた調停手続マニュアルの制定及びその改廃
（３） 本センターの運営及び調停手続の実施に際し必要となる書面の様式を表示した文書の制定及びその改廃

（４）本規程以外の規程において、運営委員会が行うとされている職務
（５）前各号に掲げるもののほか、本センターの運営及び調停手続の実施に関し必要となる職務　　

（運営委員会の構成）

第６条　運営委員会は、管理者及び次条に規定する運営委員で構成する。
２　運営委員会に委員長を置き、センター長がその任に当たる。

（運営委員）
第７条　運営委員は、センター長の推薦に基づき、理事会の承認を得て、会長が委嘱する。

２　運営委員の員数は、５人以上１５人以内とする。

３　運営委員は、正当な理由があるときは、会長の承認を得て、辞任することができる。

４　運営委員の任期は、本会の役員の任期と同一とする。ただし、第２項に定める最低員数を欠くこととなるときは、任期が満了した場合又は前項の規定により辞任した場合であっても、後任の運営委員が指名されるまで、なお運営委員としての権利義務を有する。

（運営委員会の運営）

第８条　運営委員会は、委員長が招集する。
２　運営委員会の議事は、出席者の過半数で決するものとし、可否同数のときは、委員長の決するところによる。

３　前項の規定にかかわらず、あらかじめ運営委員会の構成員の全てが、会議に付するべき事項について当該構成員の間で書面又は電磁的記録を送受信する方法により当該議事を審議し及び議決することに同意したときは、委員長は、会議を開くことなくその同意をした方法で議事を審議し及び議決することができる。
４　運営委員会の決議について特別の利害関係を有する構成員は、議決に加わることができないものとする。

第３章　研　　修

（手続実施者名簿登載のための研修）
第９条　運営委員会は、手続実施者を確保するため、手続実施者名簿に登載を希望する者を対象として、次の各号に掲げる研修を実施する。 

（１）手続実施者養成研修　

対話による紛争解決手続を実践するため、手続実施者がその職務を行う上で必要となる知識の習得、実技の実施、その他手続実施者の養成に必要な研修 

（２）手続実施者養成のための法令・手続事務研修　

手続実施者として求められる倫理、紛争解決手続に関する諸法令、本センターの調停手続に関する各種の規則及び規程並びに紛争解決手続の事務を適正かつ円滑に遂行するのに必要な知識を習得するための研修

２　運営委員会は、前項各号に掲げる研修を受講した者に対して、受講時間１時間について１単位を認定し、付与する。ただし、早退、遅刻した者には、特別な理由がある場合を除き、単位を付与しない。

（外部研修の受講による特例）

第１０条　前条第１項第１号に定める研修と同一の効果が得られるものと運営委員会が認めた研修を受講した者については、運営委員会は、前条第１項第１号の研修を受講したものとみなす。
２　運営委員会は、前項に掲げる研修を受講した者に対して、次のいずれかに掲げる書類の提出を条件として受講時間１時間について１単位を認定し、付与する。
（１）受講した研修のパンフレットその他当該研修の内容及び受講時間を確認することができる書面

（２）研修の修了認定書その他当該研修を受講したことを証明する書面

（３）前２号に掲げるもののほか、運営委員会が提出を求めた書面
（書記の職務経験による特例）

第１１条　運営委員会は、本センターが実施する調停手続において手続実施規程第２４条に規定する書記を担当した者につき第９条第１項第１号の研修を受講したものとみなし、１期日を担当することにつき、３単位を付与する。

（手続実施者候補者に対する研修の実施）

第１２条　運営委員会は毎年１回以上、手続実施者の紛争解決能力の維持向上を図るため、手続実施者名簿に登載されている者を対象として研修を実施しなければならない。
２　手続実施者名簿に登載されている者は、前項に規定する研修を受講するよう努めなければならない。

第４章　手続実施者名簿

（手続実施者名簿） 
第１３条　本センターは、手続実施者名簿を本センターの事務所に備え置かなければならない。 

２　手続実施者名簿の記載事項は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）手続実施者名簿の登載番号 

（２）手続実施者名簿に登載した年月日 

（３）氏名（職名を使用している場合には職名） 
（４）性別

（５）本会会員番号
（６）司法書士登録年月日

（７）簡裁代理認定番号 

（８）第９条及び第１０条に定める研修の受講歴 

（９）手続実施規程第１１条に規定する事件管理者経験回数
（１０）手続実施者経験回数
（手続実施者名簿登載要件）
第１４条　設置規則第１２条第２項に規定する手続実施者名簿登載要件は、次の各号に掲げるものとする。

（１）第９条第１項第１号に規定する研修を１０単位以上並びに同項第２号に規定する研修を２単位以上取得したこと（第１０条又は第１１条の規定により第９条第１項第１号の研修を受講したものとみなされる場合を含む。） 

（２） 司法書士法第３条第２項に規定する司法書士（以下「認定司法書士」という。）であること 

（３） 次条第１項各号のいずれにも該当しないこと 

　（名簿登載拒否事由）

第１５条　センター長は設置規則第１３条各号に該当する者については、手続実施者名簿への登載を拒否しなければならない。

２　設置規則第１３条第１項第８号の規定に基づいて名簿登載を拒否する場合は、その者に弁明の機会を与えなければならない。
（手続実施者名簿の登載申請）
第１６条　手続実施者名簿の登載の申請は、センター長に、所定の事項を記載した手続実施者名簿登載申請書（以下「申請書」という。）を提出してしなければならない。
（登載申請の審査） 
第１７条　センター長は、前条の規定により申請書が提出されたときは、その申請が設置規則及び本規程に定める要件を満たしているかどうかを遅滞なく審査しなければならない。 

２　センター長は、名簿登載申請者に対し、前項の審査結果を書面により通知しなければならない。この場合において、手続実施者名簿の登載を拒否する結果を通知するときは当該書面にその理由を付記しなければならない。

（名簿登載取消事由）

第１８条　センター長は、次の各号に該当した者については、手続実施者名簿の登載を取り消さなければならない。

（１）設置規則第１３条各号に該当した者

（２）第１２条に規定する研修を正当な理由なく連続して３年間受講していない者

２　センター長は、設置規則第１３条第１項第８号及び前項第２号の規定に基づいて名簿登載を取り消す場合は、登載されている者に弁明の機会を与えなければならない。

３　センター長は第１項第２号の規定に基づいて名簿登載を取り消す場合は、運営委員会の意見を聞かなければならない。
４　センター長は、名簿登載を取り消す者に対し、名簿登載を取り消す旨及び理由を書面により通知しなければならない。
第６章　雑　則

（事務職員）
第１９条　本会の事務局職員は、センター長の指揮命令を受けて、センター長から指定を受けた事務を処理する。

（事業年度）
第２０条　本センターの事業年度は、本会の会計年度と同一とする。

（周　知）
第２１条　センター長は、本センターの事務所に裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律第１１条第２項及び同法律施行規則第９条第１項各号に規定する事項を記載した冊子を備え置く等の措置を講じて本センターを来訪した者の閲覧の用に供するものとする。

（管理者等に対する費用の支払い）

第２２条　管理者、運営委員、手続実施者、事件管理者、書記の日当については、次のとおりの額を支給する。

（１）管理者　本会の会計支出規程に準じた額。

（２）運営委員　本会の会計支出規程に準じた額。

（３）手続実施者　第１回目の調停期日に１人５，０００円とし、以降、期日ごとに５，０００円を加算した額。
（４）事件管理者　手続実施規程第１１条第１項による選任から第１７条又は第１８条までの事務につき１０，０００円とし、それ以降終了までの事務につき１０，０００円を加算した額。調停期日に待機した場合は、１調停期日につき２，５００円を加算。

（５）書　　記　　１調停期日につき、本会の会計支出規程に準じた額。

２　調停調書作成費用として、１期日ごと金２，０００円を支給する。

３　管理者、運営委員、手続実施者、事件管理者及び書記の交通費、実費については、本会の会計支出規程に準じた額を支給する。
４　管理者、運営委員、手続実施者、事件管理者、書記が第１項の手当に該当しない会務を行う場合、本会の会計支出規程に準じて、担当常任理事及び調停センター長がその難易度、内容等を勘案の上、その額を決定の上支給する。
５　前項の請求をする場合、担当常任理事及び調停センター長は、付録第１号様式によ
　る報告書を本会に提出する。
（本規程の改廃）
第２３条　本規程を改正し、又は廃止するときは、理事会の議決を経なければならない。
附則
（施行期日）

１　本規程は、理事会の決議の日（平成２６年８月２２日）から施行する。

２　第７条第１項の規定にかかわらず、最初の運営委員は、本規程の施行後、速やかに会長が選任する。
附則
（施行期日）
１　この規程は、令和４年２月２２日から施行する。
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